　　　　　　　　　全体についての消防計画
１　目　的
この計画は、消防法第８条の２第１項に基づき、　　　　　　　　　の全体についての防火管理業務に必要な事項を定め、火災、地震、その他の災害の予防と人命の安全、被害の軽減を図ることを目的とする。
２　適用範囲

この計画は、　　　　　　　　　　に勤務し、出入りするすべての者に適用する。

３　権原の範囲

各事業所の管理権原の及ぶ範囲は別紙平面図に示す部分とする。
　
４　協議会の設置
　　防火管理業務を円滑に運営するために、当該建物の管理権原者を構成員（別紙1）
として、　　　　　　　　　　共同防火管理協議会を設置する。
　　
５　協議会代表者の選任等
（１）代表者の選任

　　　本協議会の代表者は、　　　　　　　　　とする。

　　　なお、代表者に変更がある場合は、建物の所有者等、管理権原の主要な者から選任するものとする。　　　　　　　　

（２）代表者の責務

　　　代表者は、各事業所の管理権原者と相互に意志の疎通を図るとともに、統括防

火管理者に防火上必要な指示及び命令をすることができる。

６　統括防火管理者の選任

統括防火管理者は　　　　　　　　　　とする。

管理権原者は統括防火管理者が別紙2に定める要件を満たすよう、統括防火管理者となる者に対し防火管理上必要な説明をしなければならない。
　　なお、各事業所の管理権原者は、その占有部分にそれぞれ防火管理者又は火元責任者（以下「防火管理者等」という。）を指名し、各事業所の権原の及ぶ範囲における日常の防火に関する点検を行わせなければならない。
７　統括防火管理者の権限と責務

統括防火管理者は、この計画の実行についてのすべての権限を持って次の業務を
行う。

（１）消防計画の作成又は変更に関すること。

（２）各事業所の防火管理者等及び防火管理業務に従事する者への指示、命令及び報
告に関すること。

（３）消防訓練の実施に関すること。

（４）各管理権原者への防火管理上必要な事項の報告、助言に関すること。

（５）工事中の安全対策に関すること。

（６）火気使用制限及び禁止に関すること。

（７）その他防火管理上必要と認める事項に関すること。
８　訓練について

（１）訓練の実施時期など

　　ア　全体で行う訓練は　　月と　　月の年２回実施する。

　　イ　訓練実施前は、実施日時及び内容を管轄消防署へ連絡する。

（２）訓練の内容

全体で行う訓練は、建物内に勤務するものを対象とした消火、通報連絡、避難誘導に関する総合訓練及を行う。

（３）訓練の実施結果

統括防火管理者は、自衛消防訓練を実施した内容をチェックし、その結果を講評するとともに、指導事項については、次回の訓練に反映させなければならない。

９　避難通路等の維持管理について

（1） 各管理権原者は占有するそれぞれの事業所の避難通路に、みだりに物品等を置かないよう管理すること。

（2） 共有廊下や出入口に物品を置いてはならない。
（3） 共有部分に物品が置かれ、通行に支障をきたす場合は、統括防火管理者に連絡する。改善されない場合は、必要に応じて消防署へ連絡し指導を依頼する。

10　災害発生時の対応について

（1） 火災時の対応

ア　火災が発生した箇所が事業所の占有部分である場合

ａ　占有する事業所は最寄りの消火器等を用いて初期消火活動を行うとともに、まず事業所内にいる客等を屋外へ避難させる。

ｂ　１１９番通報により消防機関へ火災発生の連絡を行う。

ｃ　専有部分以外の事業所等にも火災発生を知らせるとともに、初期消火活動及び避難誘導への協力を求めること。
ｄ　協力を求められ、又は火災発生を知った他の事業所の関係者はそれぞれの占有部分にいる客等を避難させたのち、初期消火活動等に協力する。

　　イ　火災が発生した箇所が共有部分である場合

　　　ａ　火災発生を発見した者は、その旨を直ちに建物内にいる者に知らせるとともに、最寄りの消火器等を用いて初期消火活動を行う。
　　　ｂ　火災発生の連絡を受けた者は上記アに準じて協力して活動する。

（2） 地震等、火災以外の災害時の対応

　　ア　地震発生時はガス及び電源を遮断し、負傷者の有無を確認すること。

　　イ　負傷者がいる場合は、救護活動を行うとともに、消防へ通報すること。

　　ウ　地震により火災が発生した場合は上記（１）に準じて活動すること。

　　エ　上記イ及びウは地震以外の災害についても準用する。

11　災害発生時における消防隊への情報提供について

消防隊が到着したら、消火活動及び避難救護活動を消防隊に引き継ぎ、自身の安全を確保するために避難するものとし、消防隊の求めに応じて必要な情報を提供する。なお、提供する情報として次の項目について可能な限り把握しておくこと。
（１）出火箇所

（２）出火時の在館人数

（３）所在の確認ができていない人数
（４）所在不明者が最後にいた場所

（５）負傷者の有無

（６）危険物品の場所及び内容

12　点検・検査

消防用設備等の点検は次による。

（１）消防用設備等の法定点検

消防用設備等の法定点検は　　月と　　月の年２回実施する。

（２）消防用設備等の自主点検

ア　各事業所の占有部分に設置されている消防用設備等は、各事業所の責任において自主点検（目視による外観点検、以下同じ）を行う。

イ　消防用設備等の自主点検は、法定点検の合間に行うものとし、実施方法、時期等は各事業所の計画による。

13　各事業所の責務

（１）管理権原者は全体についての消防計画に基づき、権原が及ぶ範囲の消防計画を作成させ、防火管理者等に防火管理上必要な業務を実施させる。
（２）防火管理者等は統括防火管理者の指導、指示を遵守するとともに、防火管理上必要な事項について統括防火管理者に報告しなければならない。

（３）防火管理者等は、相互の連絡を保ち、協力して防火管理業務を行わなければならない。
14　防火管理業務の一部委託

（1） 防火対象物全体についての防火管理業務の一部を　　　　　　　　　　
に委託する。

（２）委託方式及び受託者が行う防火管理業務の範囲と方法は、別表のとおりとする。

（３）委託を受けて防火管理業務に従事するものは、管理権原者、統括防火管理者の指示又は命令を受けて適正に業務を実施するものとする。

附　則
この計画は　　　　年　　月　　日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙1
共同防火管理協議会構成員名簿
	管理権原の及ぶ範囲

（階・部分）
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	法人名
	代表者

（役職・氏名）
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別紙2
統括防火管理者の要件
　　統括防火管理者は消防法施行令第4条に定めるとおり防火管理講習の課程を修了した者等で、次の要件を満たす者とする。

１　管理権原者から防火対象物全体についての防火管理上必要な業務の内容について、次の説明を受けており、当該内容について十分な知識を有していること。

（1） 全体についての消防計画の作成及び変更に関すること
（2） 消防訓練実施に関すること

（3） 避難上必要な施設の管理に関すること

（4） 防火管理上必要な業務を行う場合において必要があると認められる場合の、防火管理者等に対する必要な措置を講ずる指示に関すること

（5） その他防火対象物全体についての防火管理上必要な業務に関すること

２　管理権原者から、防火対象物の位置、構造及び設備の状況並びにその他防火管理上必要な事項について説明を受けており、当該事項について十分な知識を有していること。

 　　　防火対象物全体についての防火管理業務の委託状況表      　　　　別表
年　　月　 日現在
	受託者

	氏名（名称）
	

	住所（所在地）
	

	担当事務所
	

	防火管理業務の範囲
	

	防火管理業務の方法
	


方式の別：[ 常駐 ・ 巡回 ・ 遠隔 ]

